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著作権法改正（二〇〇九年六月）と学校図書館 ― その可能性と課題 ― 








































て「視覚障害者等」という。 ）の福祉に関する事業を行う者で政令で定めるものは、公表された著作物であつて、視覚によりその表現が認識される方式 （視覚及び他の知覚により認識される方式を含む。 ） により公衆に提供され
（ 2 ） 





覚障害者等」 という。 ） の福祉 関する事業を行う者で次の各号に掲げる利用の区分に応じて政令で定めるものは、公表された著作物であつて、聴覚によりその表現が認識さ
れる方式（聴覚及び他の知覚により認識される方式を
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（ 4 ） 
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ためにはどのような課題が残されている だ 本稿ではこれらの点について、 学校図書館の現状等をふまえて、
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（ 7 ） 
体障害、精神障害、知的障害、内部障害、発達障害、学習障害、 いわゆる「寝たきり」の状態、一過性の障害、入院患者、その他図書館が認めた 」と例示し、これらの のため、視覚著作物をそのままの方式では利用することが困難な者をいうとしている。
 
また、 「ガイドライン」では、該当す
































































して、 「ガイドライン」では、 「録音、拡大文字、テキストデータ、マルチメディアデイジー 布の絵本、触図・触地図、ピクト
グラム、リライト（録音に伴うもの、
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（ 9 ） 










法第三十七条第三項では ただし、当該視覚著作物について、著作権者又はそ 許諾 得た者若しくは第七十九条
の出版権の設定を受けた者により、当該方式による公衆への提
供又は提示が行われている場合は、この限りでない。 」




確認すればよいのであろうか。 「ガイドライン」では、市販資料の存在を確認するための「著 権法第三十七条第三項ただし書該当資料確認リスト」を設けている。 こ リスト は
、 「録音資料」 「大活字資料」 「テキストデータ」の別に、
それぞれの方式の出版を行っ 出版社の電話番号とホームページのＵＲＬが掲載され 。 ガイドライン」 がとりまとめられた二〇一〇年二月時点では、 「録音資料」 （①様々な出版社 刊行物のオーディオ出版
 : 六社、②自社
出版物のオンデマンド・デイジー出版
 : 七社） 、 「大活字資料」 （四社） 、 「テキストデータ」 （一社、一団体）となって




（ 10 ） 
なお、 「ガイドライン」では、販売予告がな

























（ 株） 音訳サービ ス Ｊ
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業を受ける者」だけであり、これらの者が拡大図書を作成するのは、時間的にも拡大訳の専門性の点でも、現実的とは言い難かった。また、法改正前におい は、授業の過程におけ 使用に供さない図書等（例えば、休み時間に自由に利用したい学校図書館の蔵書等）については、拡大図書 複製して提供 ようとすると、著作権者の許諾を得なけ


































ては、今回の法改正では、視聴覚情報提供施設を設置する事業者のみが複製等を行い得る者として認められ、学校図書館を じめ、公共図書館や大学図書館は除外された。長期的には、学校図書館 の各種図書館への拡大 検討され
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（ 16 ） 
しかしながら、これらのネットワークは、すべての学校の
学校図書館を対象としたものではなく、また、扱われて
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 1 あわせて、 「著作権法施行令」 「著作権法施行規則」の関係箇所も改正された。
 











4 文部科学省の調査では六・三％と推計されている（文部科学省「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する全国実態 」 、二〇〇二年） 。
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（ 19 ） 
書館に持ち込んだ図書を録音図書に複製して譲渡する等の「プライベートサービス」も実施可能となった。
 




l : 二〇一〇年一二月三〇日最終アクセス） 。
  
8 野口武悟編著 『一人ひとりの読書を支え 学校図書館



































使用することが困難な児童又は生徒の学習の用に供 ため 当該教科用 用いられている文字、 形等の拡大その他 当
（ 20 ） 
該児童又は生徒が当該著作物を使用するために必要な方式により複製することができる。
 





18 公共図書館では、ボランティアで なく、 「図書館協力者」という名称が一般的であり、作業に対しては廉価ながら対価を支払うケースが多い。
 
19 筆者が二〇〇七年度～二〇〇八年度に行った質問紙及び訪問調査の結果によ 詳しくは、野口武悟『特別支援学校における学校図書館の現状と課題―全国悉皆調査と事例調査を通して―』 （文部科学省科学研究費補助金研究成果報告書） 、二〇〇九年
 
20 以下、本項で述べる数値データ 文部科学省「平成二〇年度 学校図書館の現状に関する調査」結果 つい 」 、二〇〇九年、二～三頁による。
 
21 二〇一〇年七月に中央教育審議会初等中等教育分 会が示し 『今後の学級編制及び教職員定数の改善について（提言） 』では、「学校教育の中で学校図書館が十分に活用され読書活動が推進されるよう、 校図書館業務の充実に向け 教職員定数の改善が必要である」 （一五頁）とされた。これを受けて二 一〇年八月に文部科学省が公表した「新・公立義務教育諸学校教職員定数改善計画（案） では「平成二六年度以降の改善増に必要 なる恒久的な財源確保について理解 得ること 必要」とした上で、 「教育水準向上のための基礎定数の充実」のなかに「読 活動の充実」を盛り込んでいる。しかし、 「恒久的な財源確保 は未知数であり、事実上の先送りといえる。
 
22 「ユネスコ・国際図書館連盟共同学校図書館宣言」全国学校図書館協議会編『 校図書館・司書教諭講習資料（第六版 』全国学校図書館協議会、二〇〇九年、一 四頁
 
